
【遠別町住まいのリフォーム助成金 Ｑ＆Ａ】 
 

〈助成対象者関係〉 
Ｑ１ どのような人が助成対象者になりますか？ 

Ａ１ 下記に該当する方が助成対象者となります。 

   ①遠別町に居住し、リフォームする住宅を所有している方 

   ②税金や町へ支払う公共料金を滞納していない方（申請者とその世帯全員） 
 
Ｑ２ 単身赴任で町外に住んでいますが、家族が住んでいる住宅の申請をすることはできますか？ 

Ａ２ 事情により一時的（又は長期的）に住民票がなくとも、申請される方の所有であって生計同一家族（扶養

親族等）が居住している住宅は助成の対象となります。 

生計同一であるか否かは、保険証情報や住民税の納付状況などで確認します。 
 
Ｑ３ リフォームしようとする住宅が自分以外（親、配偶者、配偶者の親、祖父母など）の所有ですが、申請す 

ることはできますか？ 

Ａ３ 住宅の所有者のみ申請が可能です。所有者の方がリフォームを計画し、申請をしてください。 
 
〈助成の対象住宅・対象工事関係〉 
Ｑ４ どのような住宅が助成の対象になりますか？ 

Ａ４ ①専用住宅 

②併用住宅（居住部分に限る。ただし、居住用として改修する非居住部分は対象となる。） 

③事業用建物（居住用として改修する部分のみ対象となる。） 
 
Ｑ５ 別棟の物置も一緒にリフォーム工事を計画していますが助成の対象になりますか？  

Ａ５ リフォームする住宅と別棟の物置や車庫、その他の付属建物は助成の対象にはなりません。 
 
Ｑ６ 中古住宅を購入し、リフォーム工事完了後に入居する場合は助成の対象になりますか？ 

Ａ６ 中古住宅を購入、改修後すみやかに居住することを予定している場合は助成の対象となります。 

ただし、住宅の購入にかかる費用は助成の対象になりません。 
 
Ｑ７ どのような工事が助成の対象になりますか？ 

Ａ７ 以下の①～③に示す工事内容で、かつ、表１の（い）欄に示す対象工事ごとに（ろ）欄に示す対象工事費

の下限があり、（は）欄に示す期限までに工事を完了し、（に）欄に示す期限までに実績報告が可能な工事

が対象となります。 

①一般改修工事 

 増改築や減築、外壁・屋根の張替・塗装、内部改修など次の②③に属さない一般的な改修工事 

   ②バリアフリー改修工事 

    床の段差解消、手すりやスロープの設置、バリアフリー化のための床材・建具・階段・浴室・衛生器具

などの改修工事 

   ③省エネ改修工事 

    断熱性能を高める改修工事、節水水栓・節水トイレや住宅設備の高効率器機（エコキュートなど）の導

入・入替、照明のＬＥＤ化、空気清浄機能又は換気機能付きエアコンの設置 
 

表１ 

（い）対象工事 （ろ）対象工事費下限 （は）工事の完了期限 （に）実績報告期限 

①一般改修工事 ４０万円 申請年度の3月10日まで 申請年度内 

②バリアフリー改修工事 ２５万円 申請年度の12月31日まで 申請年度の1月15日まで 

③省エネ改修工事 ２０万円 申請年度の1月31日まで 申請年度の2月15日まで 



 

Ｑ８ 自分で工事をする場合は、助成の対象になりますか？ 

Ａ８ 事業者（個人又は法人）が施工する工事を対象とするため、自身で行う工事は対象になりません。 
 

Ｑ９ 口頭で合意したリフォーム工事は助成の対象になりますか？ 

Ａ９ 申請手続きにおいて、工事見積書（写し）の添付が必要となりますので、単に口頭で合意するのみで詳細

な見積書が作成されないリフォーム工事は対象になりません。 
 

Ｑ10 現在施工中のリフォーム工事は助成の対象になりますか？  

Ａ10 交付決定前に着手していますので、助成の対象になりません。 
 

Ｑ11 既に契約をしているリフォーム工事は助成の対象になりますか？ 

Ａ11 契約済みであっても、着工前であれば助成の対象になりますので、急ぎ申請してください。 

なお、申請を受理後に現地確認し、実際に着工していないか等確認のうえ審査を行います。 
 

Ｑ12 リフォーム工事費用のうち、助成対象から除かれるものを教えてください。 

Ａ12 設計費、整地費用、外構工事費用（通路、舗装、庭園、植栽、塀、フェンスなど）があげられます。 
 

Ｑ13 どのような工事が「助成の対象外」ですか？ 

Ａ13 住宅の新築工事、シロアリの駆除、電化製品の購入等は助成の対象外となります。 
 

Ｑ14 下水道工事は助成の対象になりますか？ 

Ａ14 下水道（公共下水道・個別処理排水）工事は、助成の対象になりません。 
 

Ｑ15 リフォーム工事を行う施工業者は、町内業者しか助成の対象にならないのですか？ 

Ａ15 施工事業者については、遠別商工会に加入している町内の事業者（個人・法人）に限ります。 

町外の施工業者による施工は助成の対象になりません。 
 

Ｑ16 全面的な建替え（改築）工事は助成の対象になりますか？ 

Ａ16 既存の住宅部分の一部を取り壊した箇所に住宅部分を改めて建築する場合は、改築工事として助成対象に

なりますが、全面的な建替え（改築）工事は助成の対象にはなりません。 
 

Ｑ17 設備工事と増改築工事を別々に契約する場合、両方とも助成の対象になりますか？ 

Ａ17 別々に契約する工事の場合でも助成の対象になります。申請にあたっては、一つにまとめて申請していた

だきますが、工事時期が違う場合は別々に申請することも可能です。 

ただし、別々に申請される場合は、「一般改修工事」、「バリアフリー改修工事」、「省エネ改修工事」、それ

ぞれが助成額の上限が５０万円ですのでご注意ください。 
 

Ｑ18 エアコンの設置のみでも助成の対象になりますか？ 

Ａ18 省エネ改修工事の「空気清浄機能・換気機能付きエアコン」に該当する場合、対象となります。 
 

Ｑ19 オール電化へ改修する工事は助成の対象になりますか？ 

Ａ19 助成の対象になりますが、設備代を含む工事費が一般改修工事対象となる場合は４０万円以上、省エネ改

修工事対象となる場合は２０万円以上であることが必要です。 

ただし、家電量販店で機器を購入し設置のみを行う場合は対象になりません。 
 

Ｑ20 玄関スロープの工事は助成の対象になりますか？ 

Ａ20 玄関ポーチ等の段差解消のためのスロープ工事は助成の対象になります。ただし、母屋に付属しない駐車

場等のバリアフリー工事（いわゆる外構工事）は助成の対象とはなりません。  



 

〈省エネ改修工事について〉 
Ｑ21 断熱改修や高効率機器について、具体的に対象となる工事や対象製品を定めたものはありますか？ 

Ａ21 対象となる工事や対象となる製品については、国土交通省が実施している「みらいエコ住宅2026事業」の

対象工事・対象製品と同一ですので、ご確認ください。 

 

 ●対象となる工事や製品の基準の参照先URL（みらいエコ住宅2026事業） 

○開口部の断熱改修 

https://jutaku-shoene2026.mlit.go.jp/manufacturer/search/ 

○躯体の断熱改修 

https://jutaku-shoene2026.mlit.go.jp/manufacturer/search/product/insulation-material 

○エコ住宅設備の設置 

https://jutaku-shoene2026.mlit.go.jp/manufacturer/search/（ページ中間） 

○空気清浄機能・換気機能付きエアコンの設置 

https://jutaku-shoene2026.mlit.go.jp/manufacturer/search/product/air-conditioner 

 

Ｑ22 高効率機器について、電気ヒートポンプ、潜熱回収型ガス給湯機、潜熱回収型石油給湯機、ヒートポンプ・ 
ガス瞬間式併用型給湯機、燃料電池システム、コージェネレーション設備となっていますが、わかりにく 

いので該当になる一般的な製品名などを示してほしい。 

Ａ22 以下のとおりです。 

・電気ヒートポンプ → エコキュート 

・潜熱回収型ガス給湯機 → エコジョーズ 

・潜熱回収型石油給湯機 → エコフィール 

・ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯機 → ハイブリッド給湯機 

・燃料電池システム・コージェネレーション設備 → エネファーム 

 

Ｑ23 建物全体の断熱改修を証明するものは、何でしょうか？ 

Ａ23 エネルギー消費性能計算プログラムにより改修後の外皮性能の計算を行い、断熱性能を高める工事である

ことを説明することなどがあげられます。 

 

Ｑ24 高効率機器の導入に伴う配管の交換・移設などの附帯工事は助成の対象になりますか？ 

Ａ24 助成の対象になります。 

 

Ｑ25 開口部の省エネ（断熱）改修の場合、窓又はドアを１箇所だけ断熱性能の高い製品に交換した場合でも助 
成の対象になりますか？ 

Ａ25 対象となりますが、省エネ改修工事に係る対象工事費は２０万円以上からですのでご注意ください。 

 

Ｑ26 高断熱浴槽で示されている【JIS A5532 :2011】について教えてください。 

Ａ26 JIS A5532 :2011に規定されている「高断熱浴槽」とは、一般的な浴槽の性能規定に適合するとともに湯

温降下が４時間で２.５℃以内であることが規定されています。なお、対象となる製品については、国土交

通省が実施している「みらいエコ住宅2026事業」の対象製品と同一ですので、併せてご確認ください。 

 ●対象となる製品の参照先URL（みらいエコ住宅2026事業） 

○エコ住宅設備の設置 

https://jutaku-shoene2026.mlit.go.jp/manufacturer/search/product/high-insulation-tub 

  



 

Ｑ27 節湯水栓で示されている【JIS B2061:2017】について教えてください。 

Ａ27 JIS B2061:2017に規定されている「節湯形」とは、サーモスタット湯水混合水栓、ミキシング湯水水栓又

はシングル湯水混合水栓であって、流量調節部及び温度調節部が使用者の操作範囲内にあり、湯の使用量

を削減できる水栓のうち、手元止水形、小流量吐水形、水優先吐水形などの形式の総称であるとしていま

す。なお、対象となる製品については、国土交通省が実施している「みらいエコ住宅2026事業」の対象製

品と同一ですので、併せてご確認ください。 

 ●対象となる製品の参照先URL（みらいエコ住宅2026事業） 

○エコ住宅設備の設置 

https://jutaku-shoene2026.mlit.go.jp/manufacturer/search/product/hot-water-faucet 

 

Ｑ28 節水型トイレで示されている【JIS A5207】について教えてください。 

Ａ28 JIS A5207に規定されている「Ⅱ形大便器」とは、大便器の洗浄水量が６.５L以下であると規定されてい

ます。なお、対象となる製品については、国土交通省が実施している「みらいエコ住宅2026事業」の対象

製品と同一ですので、併せてご確認ください。 

 ●対象となる製品の参照先URL（みらいエコ住宅2026事業） 

○エコ住宅設備の設置 

https://jutaku-shoene2026.mlit.go.jp/manufacturer/search/product/water-saving-toilet 

 

Ｑ29 ＬＥＤ照明について、「工事を伴うもの」であることが要件ですが、配線を組み替えるなどの工事は無く、 
引っ掛けシーリングが既に設置済みで、照明器具を交換するのみの場合は助成対象になりますか？ 

Ａ29 「工事を伴うもの」とは、配線を組み替える等の配線工事ではなく、工事請負契約を伴った工事として位

置づけています。質問の引っ掛けシーリングが既に設置済みで、照明器具を交換するのみの場合でもリフ

ォーム工事として工事請負契約を行っていれば助成対象になります。 

ただし、省エネ改修工事に係る対象工事費は２０万円以上からですのでご注意ください。 

 

Ｑ30 省エネ改修工事の「その他」で認められるものとして、具体的な例示はありますか？ 

Ａ30 以下の表２に示す内容があげられます。 

ただし、事前に協議が必要となるため、通常は着工予定の10日前までに助成申請いただくところですが、

以下に該当がある場合は更に７日～10日程度前に助成申請をしてください。 

 

表２ 

 項目 工事内容等 

１ 住宅の一部を対象とした改修工事 ・外壁の一部の断熱改修 

・屋根又は天井の一部の断熱改修 

・床の一部の断熱改修 

・住宅の１部屋のみの断熱改修 等 

２ 断熱材の交換・設置 ・屋根、外壁等の一部の断熱材の交換又は設置 

３ 木質バイオマス等燃焼機器の設置 ・薪ストーブ、ペレットストーブ等の木質バイオマス等燃焼機

器設置工事 

４ 風除室、サンルームの設置 ・風除室の設置工事 

・サンルームの設置工事 

５ ホームエネルギーマネジメントシ

ステム（HEMS） 

・ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS）の設置工事 

６ 地中熱ヒートポンプ ・地中熱を熱源とする冷暖房設備の設置工事 

７ 高効率設備（暖房専用機） ・潜熱回収型石油暖房機（暖房専用ボイラー） 



 

〈申請等手続関係〉 
Ｑ31 申請書類はどのようにすれば手に入りますか？ 

Ａ31 リフォーム工事を依頼する町内施工事業者さんが書類を用意していますので、依頼時にご相談ください。 

なお、遠別町ホームページにてダウンロード可能、又は役場担当窓口（建設課）でお渡しできます。 
 
Ｑ32 申請などの書類の提出は、施工事業者などの代理人が申請をしても良いですか？ 

Ａ32 「助成申請者」はあくまでリフォームする住宅の所有者の方となりますが、提出時に工事内容の詳細の聞 

き取りや追加書類の提出を依頼する場合もありますので、各書類の提出については施工事業者さんへ依頼 

していただくことを推奨します。 
 
Ｑ33 申請書類の提出は、郵送やメール等で可能ですか？ 

Ａ33 町への申請については、窓口への持参提出のみとします。郵送やメール等での受付はいたしません。 
 
Ｑ34 申請住宅の位置図はどのように作成したらよいですか？ 

Ａ34 国土地理院で提供されている地理院地図や、グーグルマップ等の衛生画像等を利用し、位置図を作成して

ください。 
 
Ｑ35 対象工事の内容を明らかにする図面について、住宅の図面が無い場合、写真のみの申請は可能ですか？ 

Ａ35 必ず図面を添付していただきますので、図面が無い場合は新たに作成をお願いします。 

写真のみの申請は受け付けしません。 
 
Ｑ36 図面はCADなどのソフトを使用して作成しなければなりませんか？ 

Ａ36 図面の作成方法は、ＣＡＤソフトに限らず、手書きなど作成方法は問いません。 
 
Ｑ37 工事はいつから着手して良いですか？ 

Ａ37 工事の着手は、助成金の交付決定後（交付決定通知の日以降）となります。 

助成金の交付申請書提出後、町は内容の審査を行い、現地確認、申請住宅の所有者情報の確認や町税等の

滞納の有無の調査を行ったのち助成金の交付決定を行いますので、着手予定の 10 日前までに申請書を提

出してください。 
 
Ｑ38 他制度による住宅の改造や補修に係る補助・助成事業との併用は可能でしょうか？ 

Ａ38 他の制度による補助や助成事業との併用はできませんが、重複していない部分の対象経費は助成対象にな

ります。 
 
Ｑ39 一人で何度でも申請できますか？ 

Ａ39 助成については、同一人につき「一般改修工事」、「バリアフリー改修工事」、「省エネ改修工事」、それぞれ

の最大助成額（各５０万円）に達するまで、何回でも申請が可能です。 
 

※【同一人】の定義 

①一度以上申請をした方 

②共有名義の方 

（例）夫婦共有名義の場合、ご夫婦どちらでも申請可能ですが、２回目以降はご夫婦どちらが申請して

も同一人とみなします。 

③相続や家族間贈与で所有者となった方 

（例）一度助成を受けたのち、その住宅が息子さんへ相続された場合は同一人とみなします。 

一度助成を受けたのち、その住宅が夫婦間や息子さんへ贈与された場合は同一人とみなします。 

  



 

Ｑ40 申請書類における工事見積書はどのように作成したらよいですか？ 

Ａ40 原則、助成対象工事分のみの見積書を提出してください。ただし、助成対象工事分と対象外工事分を分け

ることが困難な場合は、全体の工事分の見積書（契約書）でも構いませんが、助成対象工事分と対象外工

事の区分がわかるような内訳や明細を添付してください。「一式○○○円」といった記載は認めません。 
 
Ｑ41 増築工事、改築工事、減築工事等で確認申請が必要な規模の工事の場合、確認申請の手続きと並行して申 

請をしても良いですか？ 

Ａ41 確認申請を伴う工事の場合は、申請書に確認済証の写しを添付する必要がありますので、確認申請の手続

きと並行して申請することはできません。また、工事完了後の実績報告においては、検査済証の写しを添

付する必要があります。 

 

〈その他〉 
Ｑ42 遠別町のから工事業者を紹介していただけますか？ 

Ａ42 町からは、施工業者の紹介や指定等は一切行いません。 
 
Ｑ43 助成要件に居住年数は関係ありますか？ 

Ａ43 居住年数に関係なく助成対象となります。 
 
Ｑ44 「バリアフリー改修工事」又は「省エネ改修工事」の最大助成額（５０万円）の助成を受け、「一般改修 

分」は助成額を受けたことがない場合で、新たに「バリアフリー改修工事」又は「省エネ改修工事」を行 

いたい箇所がありますが、助成は受けられますか？ 

Ａ44 「一般改修分」の助成を受けていない場合、新たに行う「バリアフリー改修工事」又は「省エネ改修工事」

の内容が「一般改修分」の内容に該当する場合は、助成を受けることができます。ただし、対象となる工

事費は４０万円以上からとなりますのでご注意ください。 
 
Ｑ45 町税や町の公共料金の滞納を判断する期間の基準などはありますか？ 

Ａ45 期間や基準はなく、申請書の提出があった時点で、申請者とその世帯全員について町税等の滞納の有無を

調査しますので、その時点で納期を経過した町税や公共料金の未納があった場合は助成を受けることがで

きません。また、不納欠損処分を受けた方はその処分の日から３年間は申請ができません。 


